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Abstract
It has often been said in the field of enterprise management that in order to continue corporate

operations, improving the level of customer loyalty is one important objective.

Although it is indispensable to analyze the customer from various aspects and to change our

methods accordingly, it seems that the subject of analysis is often too tightly focused on customer

loyalty. A company should strive to improve communications within the organization as well as

strive to understand the customer.

There are many effects of harmonizing communication within the company, but the focus of this

paper is on those which contribute to employee satisfaction. The position put forth in this paper is

that harmonic communication within the corporation leads to employee satisfaction, which must

have an effect on customer loyalty.

Discussion will be based on observations made by the author at Saishunkan Pharmaceutical

Co., and examples will be provided in this context.
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要　旨
顧客ロイヤルティを高めるということは、企業活動を継続してゆくにあたり、重要なミッションの一つで

あることは、かねてから企業経営においていわれてきたことである。顧客を様々な切り口から分析し、アプ

ローチの手法に変化を持たせることは必須であるのだが、顧客ロイヤルティというと、どうしても顧客ばか

りに視点が集中しがちになるような気がしてならない。顧客を理解すると同時に行うべきことが企業内コミ

ュニケーションである。企業内コミュニケーションが円滑に行われることによる効果はいくつかあるが、そ

の中でも本論では、社員満足の形成に貢献するということに焦点をあてて考える。企業内コミュニケーショ

ンが円滑に行われることにより社員満足が形成され、しいては顧客ロイヤリティにまで影響を及ぼすという

立場で、自身が視察に訪れた企業「株式会社　再春館製薬所」のケースも取り上げながら進めることとした

い。
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はじめに

1990年代から、先進諸国がサービス経済に
入ると、企業と顧客との関係は「取引
（transaction）」から「関係性（relationship）」へ
とシフトした

　　１）

。このシフトにより、ビジネス
の効果的な行い方への再編成が余儀なくされ
た。利益や売り上げを取引の支店から把握す
るだけでなく、一時的に利益が上がったとし
ても、それが顧客関係を取り崩すことにより
もたらされたものであるとしたら、それは評
価に値しない。現在必要とされているのは顧
客との関係性という視点なのである。
顧客リレーションシップに関わるデータ管
理と強化に向けて、ITシステムに多額の資金
が投入されるようになった。代表的なものに
CRMパッケージが上げられるであろうが、導
入の狙いには顧客ニーズの変化へのクイック
リーな対応を行い、売り上げや顧客継続率の
維持、マーケティング・コストの節約などが
あるが、成功しているのはごく一握りにすぎ
なかった。それは「CRMパッケージを導入し
てから考える」企業が多かったことにある。
このトレンドは一旦幕を閉じたかのように思
われたが、近年CRMの利用について、過去の
失敗に基づき見直しが行われているようであ
る。このように企業は顧客とのより良い関係
を構築するべく日々様々な活動を繰り返して
いる。
顧客に満足を与えるということは、企業活
動を継続してゆくにあたり、重要なミッショ
ンの一つであることは、かねてから企業経営
においていわれてきたことである。現在では、
顧客満足の状態にとどまらず、次なるレベル
である顧客ロイヤルティの形成に注目が集ま
っている。なぜ顧客ロイヤルティは重要なの
か、答えはいたってシンプルで当たり前のこ
とである。顧客は企業に利益をもたらすから
に他ならない。企業の製品やサービスに満足
を覚えた顧客は、周囲の知人や友人などに、
その体験を話し、その結果新たな顧客を獲得
できる可能性があるだろう（口コミによる顧
客の拡大）。また、その企業の製品やサービ

スに対して繰り返し、しかも喜んで対価を支
払うようになる（リピータに発展することに
よる長期的な利益の確保）。この他、企業に
とってもたらされる利益は計り知れない。
顧客満足（Customer Satisfaction=CS）という
言葉は、もはや使い古されてしまった感があ
る。しかし顧客満足は、顧客ロイヤルティを
形成するための重要な出発点であり、顧客が
満足しなければ何も始まらない。しかし、顧
客が満足しているだけの状態では不十分なの
であり、満足している顧客にロイヤルティを
持ってもらうレベルまで引き上げることが重
要なのだ。
「顧客満足」というと、一様に顧客の方ば
かりを向き、顧客に対してどのようにアプロ
ーチするかということばかりが取沙汰されて
いるように思える。顧客を様々な切り口から
分析することは必須であり、分析結果に基づ
き、アプローチの手法に変化を持たせること
も必須といえる。しかし、顧客の方ばかりを
向くと同時にやらねばならないことがあるの
ではなかろうか。それは社内コミュニケーシ
ョンによる社員満足の確保ということであ
る。社内コミュニケーションとは、企業側と
社員とを結ぶ円滑なコミュニケーション活動
であり、社員に向けてのマーケティング活動
であるとも捉えられる。
ここ何年かのわが国において、企業を取り
巻く環境は激変したといえる。数多くの人員
整理や、安易な成果主義の導入、人件費削減、
雇用形態の多様化、このような変化から企業
や社員は疲労してしまい、企業の求心力や社
員のワーク・モチベーション、信頼関係は急
激に失われてしまったように思える。
大手企業の相次ぐ不祥事や、内部告発など
がメディアを賑わせたのは記憶に新しいが、
企業の求心力が失われ、社員のワーク・モチ
ベーションも低下したままであると、顧客満
足も実現できなくなり、業績に陰りが見える
ようになるばかりか、世を賑わす大きな不祥
事を招くことにもなり、企業の社会的信頼は
失墜する事態を招きかねないであろう。
このような状況であるからこそ、現在の企
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業経営を考える上で、企業の経営について意
思決定を行う立場であるトップは、社内コミ
ュニケーションについて注目すべきであろ
う。
顧客に接するのは企業であり、最終的には
一人ひとりの社員である。社員がよりよい状
態で働けずして、顧客に満足を与えられるの
であろうか。同時に、社員によりよい状態で
働いてもらうために資金や労力を割いている
企業はどの程度存在しているのであろうか。
顧客ロイヤルティの形成には、諸々の要因
が複雑に影響を及ぼしているが、その中でも
本論では、顧客ロイヤルティに影響を及ぼす
一要因という観点から、社内コミュニケーシ
ョンによる社員満足を捉えた。そもそもこう
いった考えに至ったきっかけとなったのは、
2005年5月に「株式会社　再春館製薬所」を
視察に訪れたことであった。同社は社内コミ
ュニケーションが活発、かつ円滑に行われて
おり、社員一人ひとりが自らの職務を活き活
きと遂行しているように感じられた。それゆ
えに既存の顧客の満足は高く、リピータを増
やす結果に至っている

　　２）

。
顧客ロイヤルティを獲得するための近道は
無い。一時的な満足を与えたとしても、その
顧客にリピータとなってもらい、満足し続け
てもらうためには、一見遠回りであるかのよ
うに思えるが、社員の満足という要素も避け
ては通れないものである。
「顧客ロイヤルティを形成し、末永く顧客
と付き合っていくために、まずは社員満足か
ら」という私論に基づき、社内コミュニケー
ションを顧客ロイヤルティに貢献する一要因
として捉え、考察を進めることとしたい。
1章では、社内コミュニケーションとは何

であるか。注目される背景と効果について、
さらに社員満足のための具体的なアプローチ
を考える。 2章では顧客満足とは何か、また
顧客満足による企業側のメリットを考える。
また、顧客満足に影響を及ぼしていると考え
られている要因についてまとめる。これらを
踏まえた上で、 3章では自身が2005年 5 月に
視察に訪れた「株式会社　再春館製薬所」に

おける社内コミュニケーションのケースを取
り上げるとともに、社員満足と顧客満足のつ
ながりについて考察する。 4章では、社内コ
ミュニケーションにおける社員満足が顧客満
足に与える重要性とはいかなるものである
か、そして今後の社内コミュニケーション、
顧客満足のありかたを提言することで結びと
したい。

1．社内コミュニケーションと社員
満足

日本経済が不景気を迎えてから数年後、急
激な人員整理、安易な成果主義の導入、雇用
形態の多様化などの現象が起こり、企業を取
り巻く環境は1990年代半ばくらいから現在ま
での間に激変したと言えよう。いまだかつて
無いほどに企業や社員は疲弊しているようで
ある。大手企業の不祥事や、内部告発などの
出来事は記憶に新しいことであるが、このよ
うなことから企業自体の信頼について問われ
るようになった。しかし、そもそもこれらの
事柄も企業自体の求心力が低下し、向かうべ
き方向が曖昧化していることや、社員の企業
への信頼の希薄化によるワーク・モチベーシ
ョンの低下いうことが要因となった結果であ
るとも考えられる。
企業側は個々の社員に、自社が向かう方向
を明確に分かり易く伝えられなければならな
いであろうし、経営情報も開示してゆかねば
ならない。そしてそのような機会を作る必要
があるだろう。それだけに、「社内コミュニ
ケーション」は重要な役割を果たすのである。
社内コミュニケーションの概念は漠然とし
ており、広義にわたっているのであるが、企
業側と社員の信頼関係構築や、社員間をつな
げるためのコミュニケーションであり、企業
の求心力や組織力を高めることを狙いとして
いる。結果として組織の競争力や、ブランド
力が強化されるということが見込まれてい
る。本章では、社内コミュニケーションが円
滑に行われた場合にもたらされる様々な効用
を紹介するとともに、中でも企業と社員の関
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係について－社員の満足度向上のためのコミ
ュニケーションという部分に注目して、企業
側はいかにして社員の満足を獲得することが
できるのであろうか、その手段を考えてみたい。

1－ 1 円滑な社内コミュニケーションに
よりもたらされる効果

企業側と社員個々のコミュニケーションが
円滑に行われるようになると、以下に挙げる
効果が期待でき、結果的に企業のブランド力
強化につながったり、競争力の高まりをもた
らすであろう。

・社員のワーク・モチベーション向上
・組織の求心力強化
・活気に溢れた雰囲気の形成
・全員参加しているという意識の育成

しかし、どんなに企業側が経営ビジョンを
理解してもらおうと懸命に語りかけても、社
員にワーク・モチベーションを高めてもらう
べく昇給を行ったり、責任のある職務を与え
たとしても、もともとの基盤ができていなけ
れば、企業側がいくら働きかけようとも、そ
の努力は意味をなさないものになるであろ
う。ここでいう基盤とは企業側の施策を、社
員が受け入れられる体制が整っているという
ことである。では、社員が企業側の施策を受
け入れられるようになるためには何が必要か
を考えた場合に、「社員が満足して働いる」
「社員が企業側を信頼している」という2点が
浮かぶ。
本論における社内コミュニケーションは、

主に「社員満足」について、いかにして社員
満足を与え、ワーク・モチベーションを高め
ることができるのであろうかを考察する。

1－ 2 社員満足とワーク・モチベーション

社員満足は、社員の職務に対するやる気や
意欲と密接に結びついており、製品やサービ
スの品質や生産性ばかりか、顧客満足と企業
の競争力にも大きく影響を及ぼすと考えられ
る。
では、いかにして社員を満足させ、企業に
対する信頼を形成することができるのであろ

うか。
社員満足を考えた場合、大抵は報酬という
ことが真っ先に浮かぶであろう。社員を動機
づけようと金銭的なインセンティブや諸制度
を充実させている企業が多い。しかし、これ
のみで、職務に「やりがい」が見出せなかっ
たとしたらどうであろうか。ワーク・モチベ
ーションは高まらないであろうワーク・モチ
ベーションを高めるのであれば、社員の職務
を認め、正当に評価することが重要である。
モチベーション研究の第一人者であるハー
ズバーグは、「人間には二種類の欲求がある。
苦痛から逃れようとする動物的な欲求と、心
理的に成長しようとする人間的な欲求であ
る」と述べている。この言葉でいうところの
前者の欲求が「衛生要因」と呼ばれ、後者が
「動機づけ要因」と呼ばれる。ハーズバーグ
は人間的成長や職務の充実促す要因の重要性
を指摘しているが、もう少し詳しくみてみる
ことにしよう。
社員が職務への満足感や不満を覚えると

き、その要因は多種多様である。満足感につ
ながる要因は、達成感、他者からの評価、職
務内容への満足、責任感、進歩、個人的な成
長（「動機付け要因」）というものである一方、
不満足は、企業の方針、職場環境、給与、地
位、雇用の保証（「衛生要因」）であった。下
図は、社員の満足、不満足を感じるポイント
をまとめたものである。（図1）

ハーズバーグは、この二種類の欲求のどち
らも職場における人間的条件の一部であり、
一方の欲求が満たされない場合、別の欲求が
完全に満たされたとしても満足感は得られな
いと考えた。
満足を感じる要因ばかりが高いとそれでい
いのかといえば、一概にそうとは言い切れな
い。例えば、報酬は満足がいくものであって
も、人間関係や職場環境が劣悪であり、日々
ストレスを感じていたとしたら、将来もその
企業で働きたいという気持ちになるであろう
か。そればかりか職務以外のことに無駄な時
間や労力を割かれてしまい、肝心の職務に集
中できなくなるおそれがある。この状態は満
足とは呼べるものではない。
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一方、満足を感じるポイントは低いが、不
満足を感じる要素が全部なくなったとしたら
満足を形成できるであろうか。それは、あく
まで「不満がない」という状態にすぎず、社
員のワーク・モチベーションが向上するとは
考え難い。
このように考えると、満足を感じるポイン
トと不満足を感じるポイントは異なるもので
あるが、相互に影響しあっているので、満足
を感じるポイントはある程度満たされてお
り、かつ不満足を感じるポイントが限りなく
マイナスに近い状態が理想であると考えられ
るだろう。

1 － 3 コミュニケーションしやすい環境
をつくる努力

企業の規模が大きくなり、社員数が増加す
るほど、同じ社内で働いているにも関わらず、
他の社員の顔がわからなくなることはもとよ
り、社員が企業側とコミュニケーションをと
ることは一層困難になる。
企業側の存在は、社員にとっては近寄りが
たいものであり、日常的に社員は企業側に対
して何らかのバリアを張っていると考えてい

いだろう。企業側は、社員とコミュニケーシ
ョンを取ることにおいて、社員の持つバリア
を薄くする、もしくは取り去る努力をせねば
ならないであろう。
コミュニケーションを取りやすい環境とい
うのは 2つの側面から考えられる。一つは物
理的側面であり、もう一つは心理的側面であ
ろう。しかし、これらは明確に線引きされる
ようなものではなく、物理的な環境が整備さ
れていることにより心理的作用をもたらして
いるということも考えられるからである。
では、物理的側面とは具体的にどのような
ものであろうか。社員間、そして企業側と社
員間において、フェイス・トゥ・フェイスの
コミュニケーションを取らなくてはならない
環境をつくること。また、そのような場をつ
くることであろうが、例えば、社長や役職と
社員が同じフロアーで職務を行うという環境
の整備や、全社的なイベントの企画などであ
ろう
　　３）

。
また、物理的な環境が整備され、全社的に
コミュニケーションが取れるようなイベント
が実施されたとしても、日頃からの心理的側
面において、社員の気持ちが閉鎖的であった
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図　1

ハーズバーグ（1968）による満足要因と不満足要因の比較 
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なら、それはただの「かたち」だけにすぎず、
何の意味も持たない。
そうならないためにも企業側は、自らが積
極的に社員と接触する機会を増やすことであ
る。ときに社員の中に入り、社員が置かれて
いる環境で業務を行うということも必要であ
ろう。そして社員が何を考え感じているのか
を日ごろから理解する姿勢を身に付けること
が必要であろう。
社員の意見に耳を傾けることも大切であ

り、「企業側は自分の意見を聞いてくれてい
る」と社員に思ってもらうことにより、発言
しやすい環境がうまれるであろう。「意見し
ても会社は何もしてくれない」と社員に諦め
られるという最悪な状況は避けたいものであ
る。

1－ 4 顧客満足への影響

あらゆる業種においていえることである
が、ことサービス業において社員満足は顧客
満足を獲得するための重要なファクターとな
る。製品そのもののクオリティは客観的に判
断することができるとしても、サービスのク
オリティを判断するのは顧客の主観的な基準
である。製品は、ある一定基準以上のクオリ
ティを持つものであったとしたなら、クオリ
ティの高いサービスを提供することが顧客満
足を与えるための根源であるといえる。
顧客に満足してもらうことが企業の利益を
生み出す原点なのであれば、顧客との接点で
の顧客に対する社員の対応が極めて重要であ
ることは当然のことである。顧客がリピータ
になるか（自社に利益をもたらすのか）、競
合他社の顧客になってしまうのか（他社に利
益を与え、自社に損害を与えるものか）、こ
れらの分かれ目のすべては顧客との接点とい
う瞬間において発生するものである。顧客は
その企業が提供するすべてのもの（製品やサ
ービス、社員の対応、広告など）により、企
業を判断し、なんらかの印象を持つことにな
るが、対人であった場合、対応した社員を、
内部的な雇用形態が何であろうとその企業の
代表であると判断するであろう。

サービスを提供するのは「人」であるだけ
に、顧客との直接的な接点を持つ社員はもち
ろん、接点を持たない社員にも満足して職務
を遂行してもらうことは重要なのである。
つまり、社員教育への投資も惜しみなく行
う必要があるのであり、社員に企業へ定着し
てもらうこと（離職率を下げること）も念頭
に置く必要がある。勤続年数が長くなると人
件費も増加するとの考えから、定着を嫌う企
業もあるようだが、社員の勤続年数が長くな
るほど社員は多くのことを学習し、職務に慣
れ、さらにクオリティの高いサービスの提供
ということが期待できるであろう。

2．顧客ロイヤルティ獲得のために

顧客満足とは文字通り顧客が企業の提供す
る製品やサービスに満足している状態であ
る。
顧客ロイヤルティの形成は、顧客満足を起
点とした場合、最終的に到達する地点であろう。

2－ 1 顧客ロイヤルティと経済効果

顧客ロイヤルティとは、「顧客や社員など
が、金銭的もしくは個人的な犠牲を払ってま
でも、企業とのリレーションシップを望むこ
と。」
　４）

であると定義される。
顧客ロイヤルティの形成により、顧客がリ
ピータとなり、さらには生涯顧客となりえた
場合にもたらされる経済効果は、顧客自体が
企業の製品やサービスへの支出を時間の経過
とともに増やし、売り上げに反映されるとい
うことと、もう一つ重要なのは「顧客獲得コ
ストの減少」ということであろう。いわゆる
｢口コミ｣によって新規の顧客を集めてくれる
のである。企業にとって新規顧客を獲得する
ということは、多額の広告宣伝費を投入する
ことになるので、このような行動が果たして
いる役割は大きいのである。したがって、リ
ピータが増加するということは、「口コミ」
の発信源が増加しているということにもつな
がる。
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2－ 2 顧客ロイヤルティを高めるための
経営

それでは、ロイヤルティ形成、さらにはリ
ピータ増加のために、企業はどのように顧客
に働きかけるべきなのであろうか。それは現
場における対応によって決まると考えられ
る。製品のクオリティが顧客の望むレベルに
達していることも重要であるが、現場におい
て顧客に満足してもらえる対応を心がけるこ
とは最も重要である。顧客ロイヤルティは顧
客満足なくして形成しえないものである。
不満足な状態になると顧客はどのような行
動に出るのであろうか。満足の状態とは逆に
悪評を口コミする。悪評は好評よりも広がり
やすく、信用を取り戻すのに多大な時間と労
力がかかる。
顧客ロイヤルティ形成を考える以上、企業
のあらゆる活動が顧客ロイヤルティというこ
とに向かっている必要があるが、突き詰めて
考えていくならば、以下の 2点の要素に集約
される。

1．企業側が、顧客との信頼関係によって
もたらされる長期的・継続的なる利益の
確保と維持ということを企業の目的と認
識し、達成のために経営資源を投入する
こと。

2．顧客と直接的な接点を持つ社員を含め
たすべての社員のモチベーションと生産
性をいかに高めるか。

これらに基づき経営を行わずして、顧客ロ
イヤルティ形成を目指すことは有り得ないで
あろう。

2－ 3 顧客継続への努力

ロイヤルティが高まりリピータに発展した
顧客でも、ある日突然他社ブランドへのスイ
ッチを行ってしまうかもしれない。顧客は訪
れるものでもあるが、同時に去っていくもの
でもあることを意識しなければならない。現
時点では利益をもたらす顧客であったとして

も、それが将来も続くとは限らないのである。
であるから、顧客が再購入の行動に移った
としても、購入後の対応を怠ってしまうこと
や、対応を誤ると顧客は自社から離れてしま
い、二度と戻ってこなくなるかもしれない。
この場合でも、どんなに製品を気に入って
いようとも、たまたま接した社員の対応が不
愉快だったとしたら、それをきっかけに他社
ブランドへスイッチしてしまうだろう。
新規顧客獲得のための費用は、既存顧客を
維持する場合の 5倍とも10倍ともいわれてい
る。新規顧客の獲得は重要であるが、それよ
りも重要視されているのは既存の顧客を維持
する努力である（顧客ロイヤルティが形成さ
れると「2－ 1顧客ロイヤルティと経済効果」
でも述べたとおりの効果が得られるからであ
る）。
では、顧客を維持してゆくには具体的にど
のような方策を打ち立てればよいのか。
まず、顧客維持費について確認しておくが、
ただ単に顧客の数を維持することが目的では
ない。顧客満足度を高め、ロイヤルティを形
成し、その結果企業に利益をもたらすための
投資ということである。既存顧客と一口にい
っても様々な種類に分類できるであろう。1
度だけ購入したことのある顧客と数年間リピ
ートしている顧客に同じアプローチをしても
よいであろうはずがない。個々の顧客の特性
によって提供されるサービスなどに細かな変
化をつけなければならないだろう。

５）

しかし、ここでも単にサービス体制に変化
を付けるばかりでなく、接点となる社員の対
応という部分において、顧客の中で重要な意
思決定が行われることは事実である。

3．株式会社 再春館製薬所のケース

年齢を重ねることによって起こる悩みや苦
しみを和らげ、いきいきとした生活を送るお
手伝いをすることを使命とする「株式会社
再春館製薬所」は、年齢肌用基礎化粧品「ド
モホルンリンクル」の製造・通信販売で知ら
れている。同社の平成16年度の売上高は223
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５）このような考え方を最近では｢個客思考｣と呼ぶ。



億円に達しているが、「ドモホルンリンクル」
は売り上げの 9割以上を占める主力商品であ
り、同製品は10年以上継続して顧客であると
いう層が8割を占めるほどである。
このような結果をもたらしているのは、徹底
した「顧客満足を追及する姿勢」によるもの
であった。

７）

2005年 5月、同社の視察に伺い、現場の空
気に触れてきたが、「顧客満足」とは何であ
るか、ということについて、その原点たるも
のを改めて考える絶好の機会となったことは
言うまでもない。
本社オフィスと工場（薬彩工園）の視察を
行っている間、常に感じていたのは「社員を
大切にする」「コミュニケーションが取りや
すい環境による全社的な情報の共有化」「デ
ジタルとアナログのバランス」ということで
あった。
本章では、「株式会社　再春館製薬所」の

顧客満足に対する姿勢、そして社内コミュニ
ケーションをいかにして行っているのかを挙
げながら、顧客満足の一環としての社内コミ
ュニケーションを考えたみたい。

3－ 1 社員のために

社長である西川正明氏は「会社を永続させ、
社員に給料を払い続けることが自分の使命」
であると語る。
その言葉が表すとおり、多くが女性である
という社員に長く安心して働いてもらうべ
く、社員専用保育所の設置や、社員寮も運営
している。福利厚生の充実はもとより、社員
の健康を考えるべく、社員食堂のメニューは
自社工場の土地で栽培された無農薬の野菜を
使用し、すべて手作りであることなど、その
徹底ぶりには目を見張るものがあった。
いくら企業側が社員に対して日々感謝して
いることや、社員を大切にしていると思って
いても、社員一人一人につたわらなければ空
回りになってしまう。まずは具体的な行動と
して示さねばならないのである。

結果、社員個々が企業から「大切にされて
いる」「必要とされている」と思うことによ
りいきいきと職務を遂行している空気がそこ
には存在していた。

3－ 2 コミュニケーションの取りやすい
職場環境

帯山本社オフィスには、社長室も役員室も
存在しない。社長も役員も社員もワンフロア
ーにデスクを並べて日々の業務に勤しんでい
た。
８）

近年物理的にワンフロアーであることを取
り入れている企業は多数存在するようにな
り、テレビや雑誌などのメディアでも紹介さ
れる模様が見られたが、導入されたことばか
りで、その後について取り上げてはいなかっ
た。ワンフロアーになることにより、コミュ
ニケーションは増加することは期待できるも
のの、本質的な意味で成功していると言える
かは疑問が残るところであろう。
社長である西川正明氏は、ワンフロアーの
オフィスの中心部分にデスクを構えながら、
「毎日社員の笑顔の数を気にしている」と語
っていた。笑顔の数が少ないということは業
務が多忙になり、余裕が少なくなっていると
考えられるので、それだけ顧客に対する対応
にも現れてしまうのだという。
また、ワンフロアーの中には、コミュニケ
ータと呼ばれる約500人の社員も存在してい
る。多くの企業は、コールセンターをアウト
ソーシングしたり、別の場所に設けたりする
が、コールセンター的機能を持つコミュニケ
ータが、ワンフロアーの中に存在していると
いうことは、迅速な決断により顧客を待たせ
ないためでもあるほか、社員のすべてが、顧
客の存在を身近に感じながら職務を遂行する
ため、という目的もあった。
企業側と社員、または社員間のコミュニケ
ーションへの工夫は、ワンフロアーのオフィ
スだけにとどまらない。工場周囲には新入社
員研修時に会長と社員が一緒になり、自らの
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６）再春館製薬所HP（http://www.saishunkan.co.jp）より。
７）頑固なまでの品質管理や、サンプルを請求した顧客にしか販売しないという姿勢も、顧客満足を追求する
からこそである。

８）資料 1参照。

６）
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手で植えられた植物がある。そのほか、「キ
ムチ作り」などのイベントも毎年行われてい
るとのことである。数々のユニークなイベン
トにより、普段のオフィスとは違ったコミュ
ニケーションが行われており、相互理解のた
めに貢献していると考えられる。
また、社員一人一人の意見を聞き、よりよ
い会社づくりができるよう、意見箱の設置も
行っている。ただ設置しているというだけで
なく、寄せられた意見が顧客への対応に反映
された例もある。
単なるかたちだけではなく、その一つ一つ
が意味を成し、機能しているということが実
感できる。
社員全員が「その他大勢」にならず「参加
している」「全員の力を合わせて会社を盛り
上げている」という意識を持てるような環境
が実現されていた。

3－ 2－ 1 あえてアナログな部分を残す

ワンフロアーのオフィスの中には、顧客に
電話で対応を行うコミュニケータと呼ばれる
社員も存在しているが、それぞれのデスク上
には使い易いタッチパネル方式のディスプレ
イが設置されており、ここから顧客情報を引
き出しながら細かな対応を行っている。

９）

この
ように非常に優れた顧客管理システムが導入
されているかと思えば、廊下や階段には手書
きの掲示物が所せましと貼られているのが見
られた。

10）

掲示物については、「ポップ隊」というチ
ームが担当しているとのことであった。驚く
べきことに、売り上げやリピータ率の推移な
どの数値データも手書きのナンバープレート
を架け替えながら表示を行っていたのであ
る。一見売り上げなどの数値データは大型デ
ィスプレイなどにコンピュータの情報を表示
する方式にするのが効率的であるように思え
るのだが、あえてアナログで非効率な部分を
残すことには意味があった。そこからうまれ

る社員間のコミュニケーションに着目してい
たのである。
何にしても再春館製薬所は、社内における
フェイス・トゥ・フェイスでのコミュニケー
ション量が圧倒的に多いのである現在では同
じ社内で働く社員間の連絡でもメールで行う
ということが多くある。ましてや全社的に周
知を行いたい事柄についてはなおさらのこと
であろう。しかし、再春館製薬所は違ってい
た。オフィスのフロアーの中央あたりに陣取
っている「認識一致の太鼓」が役割を果たし
ていた。

11）

社員食堂へ行くと、そこには割烹着姿の西
川道子会長（前社長）の姿が見られた。
自ら厨房に入り、調理部隊に指示を与えて
いる。時折厨房から出てきては、社員に声を
掛け、会話を楽しんでいる様子が見られた。
また、工場のラインには、のべ十数人の社
員が入り、製品のキズや汚れなどを細かくチ
ェックしている。機械が見つけられない緻密
なものを、人の手や目や鼻は見つけられるか
らであり、製品をつくるだけではなく、安心
をつくる場でありたいという姿勢からである
が、同時に「工場で働く社員が機械を動かす
だけの人になってしまわないようにする」こ
と、すなわち機械を動かすだけの社員が存在
した場合、その社員の職務は完全に「作業」
と化してしまい、職務や製品に対する責任や
愛着も薄れ、果てには惰性で作業を行ってし
まう恐れがあるからである。

3－ 2－ 2 ツールの活用

ビジョンブックなどのツールも社員に配布
されているが、こういったものを社員に配布
するだけでは意味を持たない。明確なビジョ
ン、企業側の「気持ち」「意識」「熱意」それ
らがしっかり基盤にあって、はじめてこれら
ツールが役割を果たすのである。

12）
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９）顧客情報には、顧客の個人情報や購買履歴などの他に、接するごとに蓄積されるお肌カルテ、さらには顧
客が住む地方の天気予報などの情報もある。

10）資料 2参照
11）何か大切な伝達事項があり、各部の責任者など全員をすぐに集めたいときに叩く（資料3参照）。
12）2004年 7月、西川正明氏が現社長に就任したとき、社員に配布されたものである（資料４参照）。



3－ 3 顧客に対する「売らない」コミュ
ニケーション

これまで再春館製薬所は、通信販売という
業態を貫いている。この先も小売に進出する
ことはないということである。それは、小売
への要望がないということもあるが、離れた
場所に店を置くことにより、現場での意見が
本部に届きにくくなること、そして社員の意
識に統一が図れなくなることによる、顧客対
応への影響が懸念されるからである。
しかし、「売らない店舗」の進出へ取り組

む意向をみせていた。「売らない店舗」とは、
全国に存在している顧客に対し、お手入れの
方法や、相談を受けるなど、「売る」という
目的ではなく、顧客とフェイス・トゥ・フェ
イスでのコミュニケーションを図る場なので
ある。「売る」目的ではないコミュニケーシ
ョンにより、顧客との信頼が強まるというこ
とを、再春館製薬所は理解していた。

3 － 4 社員満足は顧客満足向上のための
重要なファクターであることの認識

再春館製薬所は初めから現在のような体制
を創り上げたわけではなく、幾多の困難を乗
り越えてかたちづくられた。

13）

全社的に「顧客
満足」の意識が共有できていて、全ての活動
が顧客満足に向かって機能しているような印
象を受けた。
しかし、社員に対する対応や社内における
コミュニケーションの多さなどは、「当然の
こと」として行っており、そこに「顧客満足
を意識しているのだ」という気負いは微塵も
感じられなかった。
これまで紹介したように、再春館製薬所は
優れたシステムや製品もさることながら、
「人ありき」であり、「人」によって成り立っ
ている企業であることを実感したのだが、社
内コミュニケーションが円滑に行われている
ことにより、企業の向かうべき方向を全社的
に理解・共有し、社員が個人レベルで実行で
きているのであった。

4．まとめ

顧客をつかんだものが成功をおさめるとい
うのは普遍の真実である。顧客を理解し、満
足してもらい、自社の永遠の顧客になっても
らおうというCSの考え方自体は今と昔とでは
変わらないのであり、誤ってはいない。ただ、
顧客のつかまえ方や、つなぎとめておくため
のやり方が変わってきたということである。
いくらIT技術が進化し、顧客情報を管理す
るための優れたシステムを導入したとして
も、そのシステムにあぐらをかくのは危険な
ことである。肝心なのは優れたシステムと同
時に感じることのできる「人の存在」なので
ある。顧客の感情や特別なニーズについて汲
み取るのはコンピュータシステムではなく、
「人」なのだ。
それだけに顧客に接する社員の役割は重要
なのであり、社員が満足することによるクオ
リティの高いサービスを目指すべきである。
社員の満足を確保できなければ顧客満足は実
現し得ないのである。顧客のロイヤルティ形
成が思うようにいかない最大の原因は、社員
が満足していないからであると考えてもいい
であろう。
顧客は、商品やサービスを受け取り、対価
を支払ってくれる存在である。近年のアメリ
カでは「顧客」の概念に変化が現れているよ
うである。それは、社員も「顧客」であると
いう捉え方である。社員は報酬を受け取り、
企業に労働力をもたらす存在である。社員の
企業へのロイヤルティが形成されることによ
り、モチベーションは上がり、顧客にはより
良質な製品やサービスを提供できることとなる。
今回の研究を通して、顧客ロイヤルティを
高めるためには、企業と顧客のコミュニケー
ションはと同じくらい、社内コミュニケーシ
ョンによる社員満足の確保ということについ
ての重要性が明らかになった。
今後は、企業に限定することなく、あらゆ
る組織において本論で述べた考えが適用され
ることであろう。
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13）コミュニケータに成功報酬的な制度を取り入れ、強引な売り込みを行うコミュニケータが出現した結果、
過去最高の売り上げを記録したが、顧客から大量の苦情や返品が寄せられた。このような事態を受け、
1993年に改革が行われ、現在の体制になったのである。
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